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上数値：予算額

下数値：増減率

注：グラフの数値については、当初予算額（H20は6月補正後の予算額）です。
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　平成２２年度予算は、歳入面では、人口増加に伴う納税義務者数が伸びているにもかか

わらず、長引く景気低迷の影響により市税収入の大幅な減少が見込まれますが、地域活性

化・雇用等臨時特例費の創設などによる地方交付税の増額や臨時財政対策債の活用などに

より一般財源全体では増額となりました。

　歳出面では、平成２１年度の退職者の影響もあり人件費は減少しているものの、障害福

祉費、生活保護費などの社会保障関係費や特別会計への繰出金などの増加のため、多額の

財源不足が見込まれる中での予算編成となりました。

　このため、２２年度予算編成にあたっては、財政の健全化と多額の財源不足に対応する

ため、前年度に引き続き「部局単位の枠配分方式による予算編成」を導入し、行政改革に

向けたさらなる取組を推進することにより、限られた財源で最大限の行政運営を図るとと

もに、基本施策の着実な推進を図ることといたしました。

一般会計の概要

る費用と従来の児童手当給付にかかる費用との差額及び民間保育所施設整備事業を除くと

前年度比約７百万円の減となっています。

　２２年度一般会計の予算規模は、２１６億６，０００万円で前年度と比べると１８億９，

０００万円の増（９．６％の増）となっていますが、新たに創設された子ども手当にかか

予算案の概要

一般会計予算の概要

予算案の概要

一般会計予算の概要



〔市税収入見込額〕
（単位：千円：％）

差引 増減率

（Ａ－Ｂ）／ＢＡ－Ｂ

△ １０.８  

△ １０.５  

平成２１年度平成２２年度

当初収入見込額　Ａ 当初収入見込額　Ｂ

△ ６.０  ８,８９７,２６１ 

△ ５１９,６００ 

△ ４７５,０００ 

△ ５３０,７００ 

△ ４４,６００ 

６００ 

３００ 

△ １２,０００ 

３０８,６００ 

４,５２０,０００ 

３,６８５,５６１ 

２６４,０００ 

４,８２８,６００ ４,３０９,０００ 

４,０４５,０００ 

３,６８４,９６１ 

市 民 税

固 定 資 産 税

合 計

９２,０００ 

８,３６６,５６１ 

△ １４.５  

０.０  

０.３  

△ ４.１  

９１,７００ 

２９２,０００ ２８０,０００ 

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税

76,000

9 000 000

10,000,000

【税目別収入額の推移】
人

E

千円

（単位：千円）

※当該年度４月１日現在人口

Ｈ22は１月３１日現在人口

年　　　　　度 Ｈ１８

市 税 合 計

２８０,０００ 

８,３６６,５６１ ８,９９１,７７５ ８,８９７,２６１ 

３１３,０００ ２９２,０００ 

４,８２８,６００ 

４,５２０,０００ 

３０８,６００ ２６４,０００ 

軽 自 動 車 税 ( Ｄ )

市町村たばこ税(Ｅ)

３,６５４,６７５ 

８８,５００ 

３０２,０００ ３２５,０００ 

３,５４３,３６５ 

８０,７００ 

３,５４６,０９０ 

Ｈ１９

４,９９７,０００ 

４,５９２,０００ 

４０５,０００ 

Ｈ２０

４,９４６,６００ 

４,５６８,０００ 

３７８,６００ 

８,１０７,９６５ ８,９４０,２９０ 

３,６８５,５６１ 

Ｈ２１

７４,６０１ 

Ｈ２２

７５,３６２ 

Ｈ１９ Ｈ２０

７２,９６１ ７３,７４５ ７２,０３８ 人　　　　　口

区　　　　　分

４,１５８,９００ 

３,８３１,０００ 

３２７,９００ 

Ｈ１８

市 町 村 民 税

う　ち　個　人(Ａ)

う　ち　法　人(Ｂ)

固 定 資 産 税 ( Ｃ )

９２,０００ 

３,６８４,９６１ 

９１,７００ 

４,３０９,０００ 

Ｈ２１ Ｈ２２

８４,２００ 

４,０４５,０００ 
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人

人 口 推 移

A

C

D

E

B

千円

①

億６，６５６万円と見込みました。個人市民税では、給与所得の落ち込みなどにより

４億７，５００万円の減（１０．５％減）、法人市民税は、景気低迷の影響により４，

４６０万円の減（１４．５％減）、固定資産税では、前年とほぼ同額を見込んでおり

ます。

歳 入

　市税収入については、前年度予算額と比較して５億３，０７０万円の減となる８３
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臨時財政対策債

地方交付税

　

（単位：千円：％）

１,９７５,１００ 

１５８,６００ 

２１.３  

増減

比較

うち臨時財政対策債

市 税

地 方 交 付 税

８,３６６,５６１ 

２,３３８,６００ 

４,６２１,９６１ 

１８６,９００ 

△ ５３０,７００ 

４１０,０００ 

△ １１,６００ 

３,３００,０００ 

１０.４  

４６４,０００ 

△ ２２,７００ 

４９.８  

△ １０.６  

△ ６.０  

１２.４  

△ ６.２  

１０.８  

６.４  

１９２,１００ 

３,７１０,０００ 

地 方 譲 与 税

２１４,８００ 

国 ・ 県 支 出 金

１,３９５,０００ 

２,６４６,８６１ 

２,１８０,０００ 

９３１,０００ 

市 債

合 計

△ ８８,７００ 

１,８９０,０００ 

２,３４４,１７８ 

１９,７７０,０００ 

２,２５５,４７８ 

２１,６６０,０００ 

地 方 特 例 交 付 金

そ の 他 の 収 入 △ ３.８  

９.６  １００.０  

７４.６  

平成２２年度

構成比

１７.１  

０.８  

８,８９７,２６１ 

平成２２年度 平成２１年度
増減率（％）

０.９  

７.３  

１７５,３００ 

３８.６  
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【一般会計歳入の内訳】

各項目で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。

臨時財政対策債

地方交付税

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

3,660 3,588 3,540
3,300

3,710

685 638 600 931

1,395

百万円

年度

【広義の地方交付税】

【一般会計歳入の内訳】

各項目で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。

臨時財政対策債

地方交付税

② 　地方交付税については、地方財政計画では、地域活性化・雇用等臨時特例費の創設

などにより交付税総額は６．８％の増となっており、景気低迷による市税の減収に伴

う増などを見込み、３７億１，０００万円（対前年度比１２．４％増）を計上してい

ます。

③ 　国・県支出金については、４６億２，１９６万円、前年度比１９億７，５１０万円

の増（対前年度比７４ ６％の増）とな ています これは 子ども手当や生活保護の増（対前年度比７４．６％の増）となっています。これは、子ども手当や生活保護

費の負担金等によるものです。

④

（７．３％の増）となっていますが、主に臨時財政対策債が４億６，４００万円増加

することによるものです。

　市債については、２３億３，８６０万円を計上、前年度比１億５，８６０万円の増
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① 　人件費、扶助費及び公債費の義務的経費については、１１９億９，４１８万円、前

年度比１２億１，５０８万円の増（１１．３％の増）を計上しています。　

　人件費については、職員の退職の影響により９．２％の減となっているものの、扶

助費については、子ども手当の創設に伴う増のほか、生活保護費の増などにより５３．

６％の増となっています。

② 　物件費及び維持補修費の消費的経費については、緊急雇用創出事業、社会体育施設

の指定管理者制度の導入費及び女性特有のがん検診費用などにより、２７億８，１７

５万円、前年度比１億７，０００万円の増（６．５％の増）を計上しています。

③ 　投資的経費については、限りある財源を有効配分するため「事業の選択と集中」と

いう考え方のもと市単独事業を中心に事業費の抑制に努めているものの、民間保育所

施設整備事業などにより、２６億８，３４４万円、前年度比４億２，３９０万円の増

（１８．８％の増）を計上しています。

歳 出

(単位 : 千円 : ％)

１１.３ 

H22年構成比

５５.４  

１５.６

１,２１５,０８２ 

△ ３４２,１４７

増　　減H21年度

１０,７７９,１０２ 

３,３８８,４４４ △ ９.２

増減率

３,７３０,５９１人 件 費

区        分

義務的経費 計

H22年度

１１,９９４,１８４ 

【一般会計予算経費別総括表】

１,６６９,２１７ 

２,２５９,５４３ 

１,８９０,０００ 

３３２,６７０ 

０ 

０.２  

０.０  

１１７,０２６ △ ０.２ 

４.６ 

１９,７７０,０００ 

３,０００ 

０.０ 

９.６ 

△ ０.１ 

－

０.０ 

２,４７６,７９７ 

１３４,９５０ 

２０.８  

１９.０  

１２.８  

５０,０００ 

５９０,３２６ 

４,１１９,６０８ 

２,１６０,４４４ 

０ 

８２,６６９ 

△ １,４７２ 

０.５  

８１,０２０ 

９１,２２７ 

４,１２０,０００ 

１９.４  

１０.０  

０.５  

９.２  

１５.６  

１２.３  

０.０  

△ ３４２,１４７ 

１,５７０,２２９ 

３,０００ 

１１６,８４９ 

１,８７１,８０７ １,７８９,１３８ 

０ 

３,３８８,４４４ 

２,６１１,７４７ 

１９２,１５１ 

△ ２２,１５０ 

△ ９.２ 

５３.６ 

△ ０.３ 

６.５ 

△ １３,０００ 

１７０,００１ 

３,７３０,５９１ 

２,９２８,５１１ 

３.１  

人 件 費

扶 助 費

消費的経費 計

公 債 費

１９.９ 

単 独

１２.４  

維持補修費

補 助

繰 出 金

貸 付 金

投資及び出資金

その他の経費

補 助 費 等

物 件 費

予 備 費

合 計

投資的経費 普通建設事業費

　計

積 立 金

４,４９８,７４０ 

４,１０７,０００ 

２,７８１,７４８ 

１００.０  

５０,０００ 

２１,６６０,０００ 

２,００１,８８７ 

６８１,５５３ 

４,２００,６２８ 

０ 

０ 

△ １７７ 

８.６  

２,６６８,９４８ 

１１２,８００ 

２,６８３,４４０ 

２,１５８,９７２ 

１５.５ 

２.０ 

４２３,８９７ 

７.８ 

△ １６.４ 

１８.８ 

【一般会計予算経費別総括表】

各項目で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。



義務的経費（人件費＋扶助費＋公債費）
消費的経費（物件費＋維持補修費）
投資的経費（普通建設事業費 補助＋単独）
その他の経費（補助費等＋出資及び投資金＋貸付金＋積立金＋繰出金＋予備費）

人件費

3,388,444千円

15.6%

扶助費

4,498,740千円

20.8%

公債費

4,107,000千円

19.0%

物件費

2,668,948千円

12.3%

維持補修費

112,800千円

0.5%

普通建設事業費 補助

2,001,887千円

9.2%

普通建設事業費 単独

681,553千円

3.1%

補助費等

2,158,972千円

10.0%

積立金

116,849千円

0.5%
繰出金

1,871,807千円

8.6%

予備費

50,000千円

0.2%

【平成22年度予算歳出構成比】

総 額

21,660,000千円

100.0％

[性質別]

議会費

238,558千円

1.1%

総務費

2,219,820千円

10.2%

民生費

7,572,508千円

35.0%

衛生費

1,657,583千円

7.7%

農林商工費

178,979千円

0.8%

土木費

2,565,643千円

11.8%

消防費

795,354千円

3.7%

教育費

2,239,935千円

10.3%

公債費

4,107,020千円

19.0%

諸支出金

34,600千円

0.2%

予備費

50,000千円

0.2%

人件費

3,388,444千円

15.6%

扶助費

4,498,740千円

20.8%

公債費

4,107,000千円

19.0%

物件費

2,668,948千円

12.3%

維持補修費

112,800千円

0.5%

普通建設事業費 補助

2,001,887千円

9.2%

普通建設事業費 単独

681,553千円

3.1%

補助費等

2,158,972千円

10.0%

積立金

116,849千円

0.5%
繰出金

1,871,807千円

8.6%

予備費

50,000千円

0.2%

【平成22年度予算歳出構成比】

総 額

21,660,000千円

100.0％

[性質別]

総 額

21,660,000千円

100.0％

[目的別]



市民一人当たりの予算

【民生費】 【衛生費】

円 高齢者、児童の福祉などに ごみ処理、病気予防などに
１世帯当たりの予算 円 円 ％ 円 ％

市の人口 人 【公債費】 【消防費】

市の世帯 世帯 借入金の返済に 消防活動や防災のために

（平成２２年３月３１日現在） 円 ％ 円 ％

【土木費】 【議会費】

道路、河川の整備などに 市議会を運営するために

円 ％ 円 ％

【総務費】 【農林商工費】

文化振興、情報化などに 農業の振興などに

円 ％ 円 ％

【教育費】 【その他】 諸支出金・予備費

学校、図書館の運営などに 円 ％

円 ％

収入 支出

1,120 0.4

29,666 10.3

33,980 11.8 3,160 1.1

29,400 10.2 2,370 0.8

75,505

27,409

54,394 19.0 10,534 3.7

２８６,８６８
７９０,２５１ 100,291 35.0 21,953 7.7

【平成22年度一般会計予算を市民一人当たりの予算に置き換えると・・・】

【もし香芝市が給料収入５００万円の家庭だったら・・・】

収入 支出

給料 食費
(市税) 万円 （人件費） 万円

パート収入 生活費
（使用料・手数料など） 万円 （物件費・補助費等） 万円

親からの仕送り 医療費
（国庫支出金・地方交付税など） 万円 （扶助費） 万円

貯金の取り崩し 自宅の修理代
（繰入金） 万円 （維持補修費） 万円

借入金 車・土地の購入費
（市債） 万円 （普通建設事業費） 万円

合計 子どもへの仕送り
万円 （他会計への繰出金など） 万円

借入金の返済
（公債費） 万円

借入金の残高（一般会計） 貯金
※平成２２年度末見込み 万円 （積立金・貸付金など） 万円

合計
万円1,294

140 160

1,294 112

245

2,151 10

89 289

555 269

10 7

500 202

【平成22年度一般会計予算を市民一人当たりの予算に置き換えると・・・】

【もし香芝市が給料収入５００万円の家庭だったら・・・】
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